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父母の離婚後の子の養育に関する外国法制等の概要 

令和３年７月 法務省民事局 

 日本   米国 ※１   英国 ※２ ドイツ フランス オーストラリア 韓国 タイ 

裁判所が関与

しない離婚制

度の有無 

 

認められてい

る（協議離婚

制度） 

 

認められていな

い（ただし，争

いのない離婚の

場合，裁判所が

書類確認のみで

離婚を認める実

務がとられてい

る） 

認められていない

（ただし，争いのな

い離婚の場合,裁判

所が書類確認のみで

離婚を認める実務が

とられている） 

認められていな

い 

 

子が聴聞を求め

た場合を除き，

認められる（弁

護士・公証人の

関与が必要） 

 

認められていな

い（ただし，争い

のない離婚の場

合，裁判所の書

類確認のみで離

婚可能） 

認められていな

い（韓国にも協

議離婚制度はあ

るが，裁判所に

よる離婚意思等

の確認が必要） 

認められている 

離婚時の養育

費・面会交流

の取決め  

 

取り決めなく

とも離婚可 

 

 

取り決めなくと

も離婚可  

取り決めなくとも離

婚可  

 

取り決めなくと

も離婚可  

 

取り決めなくと

も離婚可  

原則として取り

決めなければ離

婚できない 

取り決めなけれ

ば離婚できない

（例えば，協議

離婚の際に裁判

所により養育費

負担調書を作成

する制度あり） 

養育費について

は取り決めなけ

れば離婚できな

い。面会交流に

ついては取り決

めなくとも離婚

可。 

離婚後の親権

行使 

※３ 

父母のどちら

か一方が親権

を行使 

 

父母が原則とし

て共同で「監護

権」（※４）を行

使 

父母それぞれが，原

則として単独で「親

責任」を行使可 

 

重要事項に限っ

て，父母が原則

として共同で

「親の配慮」を

行使（日常生活

事項は単独で行

使） 

父母が原則とし

て共同で「親権」

を行使。子の利

益に必要な場

合，一方の親が

行使 

父母それぞれ

が，原則として

単独で「親責任」

を行使可 

父母の合意によ

り，共同又は単

独で「親権」を行

使 

 

父母が共同又は

単独で「親権」を

行使 

家族法制部会 参考資料５－１ 

※１ ニューヨーク州（２頁以降も同じ）  ※２ イングランド及びウェールズ（２頁以降も同じ） 

※３ 離婚後も父母双方が「親権」を行使することが認められている国でも，DV 等を理由に父母の一方しか行使が認められない場合もある。 

※４ 米国の「監護権」は，我が国の監護権とは異なり，我が国の親権に対応する概念（custody）である。 

 

取決めが法的義務とされていない場合でも，当然に取り決めるべきものとの前提に立っていたり，離婚の

ために裁判手続を経る過程で，取決めがされていたりする例がある。 

〔暫定版〕いわゆる７か国調査報告書や他の公表資料等を参考に作成 
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 米国 英国 ドイツ フランス オーストラリア 韓国 タイ 

離 婚 後 に

共 同 で 親

権 を 行 使

す る 父 母

間 の 意 見

対 立 時 の

調 整 方 法

の例 

※５ 

・調整方法について事前

の取決めがなく，緊急性

がある事項について争い

が生じた場合，裁判所に

暫定的緊急命令を申し立

てることができる 

・緊急性がない場合，養

育計画の変更（監護権行

使の態様を含む）や監護

権者変更の手続を行う 

・親責任の行使をめ

ぐって意見が対立す

る場合は，子に関す

る取決め決定の裁判

手続で調整 

・①相手親の親責任

行使を差し止める場

合は，禁止措置決定

を，②子の医療や宗

教の方針，進学先の

決定など特定の事項

について意見の対立

がある場合は，特定

事項決定を裁判所に

求めることができる 

一方又は双

方の親が裁

判所に申立

てをし，当該

事項に関す

る決定権を

一方の親に

付与するよ

う求めるこ

とができる 

父母の一方又は検察

官が家事事件裁判官

に申立てをすること

ができ，裁判官は，

親権行使の態様につ

いて決定することが

できる（判断の考慮

要素として，民法典

に，例えば，両親の

慣行，子の感情，義

務の引受けや他方の

権利を尊重すること

についての両親の適

性，DV の有無等が

挙げられている） 

裁判所が，子の最善の

利益に基づき，養育命

令を発し，親責任等に

関する一切の事項につ

いて取り決めることが

できる。子の最善の利

益を考慮するに当たっ

ては，①子を肉体的及

び精神的害悪から保護

する必要性及び②両親

双方と有意義な関係を

有することによる利益

という二つの要素につ

いて優先的に考慮する 

・父母や子，検察官の

請求等により，子の養

育に関する事項の変

更など適当な処分を

することができる 

・親権者・監護権者の

変更，親権喪失，親権

制限措置（親権者の同

意に代わる裁判並び

に親権停止及び親権

制限）等の手続を行う 

調停での解決

を図り，合意

が成立しない

場合は，裁判

所が，子の最

善の利益の観

点から判断す

る 

離 婚 後 に

共 同 で 親

権 を 行 使

す る 場 合

の 困 難 事

項の例 

※５ 

医療行為など緊急性を要

する事項や，面会交流の

スケジュール調整など日

常生活に関する事項につ

いて，裁判官の判断に委

ねられると適時適切な対

応が困難となり，結果と

して子の利益が害される

場合もあることが指摘さ

れている 

・子の通学先に関す

る事案 

・一般的に判断が困

難で，決定までに時

間がかかる事案とし

て，医療記録や警察

記録の入手が必要と

なる事案や国際的な

要素を含む事案等 

子の居所指

定をめぐる

事案 

居所の形態や子を連

れた転居，教育方針，

宗教をめぐる事案 

裁判所の決定が求めら

れる事例の多くは，家

庭内暴力や虐待が関係

する。具体的には，子の

転居や親権の行使態

様，親と子が共に過ご

す時間についての定め

をめぐる事案 

ビザやパスポートの

発給，携帯電話の新規

契約，銀行口座の開

設・解約，転校・留学，

住民登録上の住所地

移転，手術などの医療

行為に対する同意な

どをめぐる事案 

父母の国籍が

異なる事案 

※５ 日本では離婚後は父母のどちらか一方が親権を行使することになるため，本欄に日本は掲載していない。 
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 日本 米国 英国 ドイツ フランス オーストラリア 韓国 タイ 

公的機関に

よる養育費

に関する支

援例 

 

・離婚届用紙にお

ける取決めチェッ

ク欄活用 

・行政機関による

情報提供や裁判所

の手続案内 

・養育費相談支援

センターや自治体

による相談支援 

・養育費局によ

る支援（義務者

の収入や所在調

査，家庭裁判所

への申立ての援

助等） 

・給与天引き制

度 

 

・公的機関による

情報提供，給与天

引き制度 

・公的機関による

収監や運転免許

の没収の申立て

等 

 

・立替払い制度 

・少年局による支

援（当事者間の合

意形成，裁判手続

における子の代

理，強制執行の援

助等） 

 

・公的取立て制度 

・家族給付支給機

関による立替払

い，取立ての援助，

支払の仲介，合意

に対する執行力の

付与 

 

・公的機関による

徴収サービス 

・給与天引き制度 

・一時緊急支援制度 

・養育費履行管理院

による支援（相談，

訴訟支援等） 

 

把握

でき

ず 

公的機関に

よる面会交

流に関する

支援例 

 

・離婚届用紙にお

ける取決めチェッ

ク欄活用 

・行政機関による

情報提供や裁判所

の手続案内 

・自治体による相

談支援等 

州の面会交流促

進の取組（カウ

ンセリング，親

教育，面会の実

施等）に対する

連邦政府の助成

金 

公的機関による

支援（離別した親

に対する情報提

供プログラムの

実施等） 

 

少年局及び民間団

体（公金補助あり）

による支援（助言，

取決めや実施の仲

介，付添い等） 

・裁判所は，面会交

流センターにおけ

る面会等を命じる

ことが可能 

・行政機関による

面会交流センター

への財政補助 

政府の予算で運営

されているファミ

リー・リレーショ

ン・センターによ

るサービス（カウ

ンセリングや助

言，監督付きの面

会交流支援等） 

・裁判所における示

範的面会交流，集団

相談の実施，面会交

流センターの設置等 

・養育費履行管理院

による支援（相談，

教育等） 

把握

でき

ず 
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 日本 米国 英国 ドイツ フランス オーストラリア 韓国 タイ 

離婚後の 

転居制限 

 

特になし 監護親の転居

に，面会交流

権等を妨げら

れる非監護親

の合意が得ら

れない場合は

裁判所の許可

が必要 

 

子を外国に連れて行

く場合は，親責任保

持者全員の同意か裁

判所の許可が必要

（１か月未満の旅行

を除く） 

 

共同親権で両親

の合意がなけれ

ば，裁判所によ

る転居決定権の

付与や居所指定

権の委譲等が必

要 

 

親権行使の態様を変

更するような住所変

更の場合，他方親に対

する事前かつ適時の

通知が必要（面会交流

権を有する者に対す

る不通知は刑事罰の

対象） 

養育命令により

均等な共同親責

任が取り決めら

れた場合，子が一

方親と時間を共

に過ごすことを

著しく困難にす

るような転居は

共同決定が必要 

共同親権で両

親の合意がな

ければ，裁判

所による養育

に関する処分

や親権者変更

等が必要 

共同で行使す

る親権の範囲

は，当事者間の

合意又は裁判

所の決定によ

り定まるが，転

居制限につい

て，当事者の合

意や裁判所の

決定があれば，

それに従う 

子 の 養 育

に 関 す る

事 項 に つ

い て の 子

の 意 思 の

考 慮 に 関

する制度・

運用例 

・家事事件手続

における子の意

思の把握及び考

慮（また，子の

監護に関する事

件（養育費事件

を除く）では，

裁判所は１５歳

以上の子の陳述

を聴かなければ

ならない） 

・子の手続代理

人制度 

子の代理人制

度（家庭裁判

所の手続の対

象となってい

る全ての未成

年の子に，弁

護士によって

代理される権

利が認められ

ている）や手

続参加 

家事事件手続におけ

る子の意見聴取や司

法参加が推奨されて

いる。ただし，実務

上，子の声を聞くこ

とはあまり実践され

ていないとの指摘

や，親の紛争に子を

巻き込むことになる

との批判などがある 

・子の監護養育

又は財産管理に

関する事件にお

ける子の意見聴

取手続 

・裁判所は，家

事事件手続にお

いて，子の利益

に鑑みて必要が

あれば，子の手

続補佐人を選任

する義務あり 

民法典において，「両

親は，子に関する決定

に，子の年齢及び成熟

度に応じて，子を関与

させる」との規定や，

子に関する手続にお

ける子の聴聞される

権利や弁護士により

補佐される権利に関

する規定が設けられ

ている 

子の手続上の代

理人制度（子の意

見を裁判所に伝

えるなど，子の最

善の利益のため

に行動） 

家事事件手続

における子の

意見聴取制度

（裁判所は，

親権者の指定

や養育に関す

る事項等につ

いて決定する

場合，子が１

３歳以上であ

るときは，そ

の子の意見を

聴かなければ

ならない） 

家事事件手続

では子の福祉

が重視されて

おり，裁判所

は，職権で子に

意見を聞くこ

とができる 


